
（平成２３年９月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



広島国民年金 事案 1256 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、昭和 56 年７月から 57 年 11 月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

住        所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 56年７月から 57年 11月まで 

私は、妻が会社を退職したのを契機に、妻が夫婦二人の国民年金の加入手

続を行うとともに、夫婦二人分の国民年金保険料約 9,000円を近くの郵便局

で納付していたにもかかわらず、申立期間について、妻は納付済みとされ、

自分だけが未納とされていることに納得できない。 

また、申立期間直後の昭和 57 年 12 月から 58 年２月までは未納とされて

いたが、領収証書により記録が訂正されたので、申立期間についても調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、妻の退職を契機に、妻が夫婦二人の国民年金の加入手続を行うと

ともに、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと申し立てている

ところ、申立人が所持する年金手帳によれば、申立人は昭和 56年７月９日に

国民年金に任意加入（同日に付加年金に加入）した後、申立人の妻が厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した同年７月 31日に強制加入被保険者に種別変

更していることが確認できる上、申立人から提出された申立期間直後の 57年

12月から58年２月までの申立人及びその妻の国民年金保険料納付書兼領収証

書により、夫婦は同じ金融機関で同日に保険料を納付していることが確認で

きることから、夫婦は一緒に保険料を納付していたものと考えられ、申立内

容に不自然さはみられない。 

また、申立期間直後の昭和 57 年 12月から 58 年２月までは、申立期間と同

様に未納とされていたが、申立人から提出された上記の国民年金保険料納付書

兼領収証書により、納付が確認できたことから、平成 23年２月 22日に記録訂



正されており、申立人の記録管理が適正に行われていなかった可能性がうかが

われる。 

さらに、申立人の保険料を納付したとするその妻は、申立期間が納付済と

されている上、妻が記憶する納付金額（約 9,000円）は、申立期間当時の申立

人の付加保険料を含む国民年金保険料に妻の定額保険料を加えた金額とほぼ

一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保

険料を含む国民年金保険料については、納付していたものと認められる。 



広島国民年金 事案 1259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年＊月から６年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 46年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成３年５月から６年３月まで 

私は、20 歳になって国民年金に加入し、保険料は自分でＡ市Ｂ区役所に

納付に行ったことを記憶している。 

にもかかわらず、申立期間が未納となっているので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金手帳記号番号に係る申立人の平成３年度

及び４年度国民年金収滞納一覧表を見ると、申立期間のうち平成３年＊月から

５年１月までの期間に係る保険料が納付されていることが確認できる上、申立

人の当該手帳記号番号に係るオンライン記録を見ると、申立人は、３年＊月＊

日に資格取得し、６年４月１日に資格喪失しており、申立期間に係る保険料を

全て納付していることが確認できる。 

また、当該記録は、本来、申立人の基礎年金番号に統合すべきところ、申立

人の基礎年金番号に係るオンライン記録を見ると、資格取得日及び資格喪失日

の記録のみが平成 14 年 11 月 20 日に追加処理されているものの、保険料の納

付記録については追加処理されていないことが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 



広島厚生年金 事案 2236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、標準報酬月額 32 万円に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立期間の

標準報酬月額に係る記録を 32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 44年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 16年 10月１日から 18年４月１日まで 

ねんきん定期便の内容によると、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬

月額及び保険料納付額が、実際の給与支給額及び保険料控除額より低額とな

っている。 

給与支給明細書を提出するので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

申立期間において、申立人が保有する給与支給明細書により厚生年金保険料

控除額に基づく標準報酬月額と報酬月額に基づく標準報酬月額を比較したと

ころ厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額が低いことが確認できる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与支給明細書の厚生年金

保険料控除額から 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、社会

保険事務所（当時）が保管する申立人に係る資格取得届及び平成 17年９月の

定時決定に係る算定基礎届において、20 万円の標準報酬月額に相当する報酬



月額の届出を行っており、また、Ｂ厚生年金基金が保管する申立人に係る資

格取得届及び報酬月額の届書においても、報酬月額が 20万円となっているこ

とが確認できることから、事業主が 20万円を報酬月額として届け、その結果、

社会保険事務所は、当該訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



広島厚生年金 事案 2237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成

18年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 48年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 18年４月１日から同年５月１日まで 

私は、平成 17 年８月８日にＡ社に入社し、18 年４月 30 日で同社を退職

したが、厚生年金保険の資格喪失日が同年４月１日となっている。 

私が保管している平成 18 年４月分の給与明細書では、厚生年金保険料が

控除されているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保管する平成 18 年４月分の給与明細書、雇用保険の加入記録によ

り、申立人が申立期間にＡ社に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書の給与支払額及

び保険料控除額から 17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、元上

司が、「事業主が平成 18年５月１日を資格喪失日とすべきところを誤って同年

４月１日と届けた。」と供述し、資格喪失届により、事業主が申立人に係る資

格喪失日を同年４月１日として同年11月20日に届け出ていることが確認でき

るところから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年４月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る同年４月の厚生年金保険料を納付する義務



を履行していないと認められる。 

 



広島厚生年金 事案 2238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成６年３月

４日であると認められることから、申立期間①の資格喪失日に係る記録を同年

３月４日に訂正し、５年 10月から６年２月までの標準報酬月額を 28万円とす

ることが必要である。 

また、申立人が申立期間②に勤務していたとするＢ社は、当時、厚生年金保

険の適用事業所となっていないが、適用事業所としての要件を満たしていると

判断され、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められることから、申立人の同社における資格取得日に係

る記録を平成６年３月４日、資格喪失日に係る記録を同年８月 21日に訂正し、

同期間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要である。 

なお、同事業所の事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 40年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成５年 10月 19日から６年３月４日まで 

         ② 平成６年３月４日から同年８月頃まで 

私は、申立期間にＡ社に勤務し、途中で業務を引き継いだＢ社に継続して

勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間の給与明細書では厚生年金保険料が控除されており、納得できな

いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社に継続し

て勤務していたことが認められる。 

  一方、オンライン記録では、申立ての事業所は平成５年 10月 19日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がなされているが、同日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失した申立人を含む 13 人の標準報酬月額に

ついて６年１月１日付けで随時改定が行われていながら、同年 12月 15日に



随時改定の取消処理がなされるとともに、申立人を含む 14 人について５年

10月 19日を資格喪失日とする記録訂正が行われていることが確認できる。 

  しかしながら、当該訂正前の記録から、平成５年 10月 19日において、申

立ての事業所が適用事業所としての要件を満たしていると認められる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年 10月 19日に資

格を喪失した旨の記録訂正を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人の、申立ての事業所にお

ける資格喪失日は、雇用保険における離職日の翌日である６年３月４日とす

ることが妥当である。 

  また、平成５年 10 月から６年２月までの標準報酬月額については、事業

主が当初届け出た５年 10月の記録から 28万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②について、申立人の雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、

申立人が、申立期間にＢ社に勤務していたことが認められる。 

  また、申立人と同様に申立期間の加入記録が無い複数の同僚が「申立期間

は、給与から厚生年金保険料を控除されていた。」と供述しており、同僚の

１人が保管する平成６年３月分及び同年７月から７年１月分までの給与明

細書により、厚生年金保険料が給与から控除されていることが確認できるこ

とから、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

  さらに、申立ての事業所は、当時、厚生年金保険の適用事業所となってい

ないが、平成６年３月４日に法人として登記されていることが確認できるこ

とから、適用事業所としての要件を満たしていたものと認められる。 

  また、平成６年３月から同年７月までの標準報酬月額については、同僚の

給与明細書の厚生年金保険料控除額から 24 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立期間②において適用事業所の要件を満たしていなが

ら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められる

ことから、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



広島厚生年金 事案 2239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店の資格取得日に係る記録を昭和

49 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万 4,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 49年３月１日から同年４月１日まで 

私は、昭和48年４月にＡ社に入社し、現在も同社で勤務している。 

しかし、給与支給明細書では申立期間に係る厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、年金事務所の記録では、昭和49年３月の１か月間が漏

れている。調査の上、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社が保管する給与支給明細書及びＡ社が保管する人事記録、雇

用保険の加入記録及びＣ国民健康保険組合の加入記録により、申立人がＡ社

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社Ｂ支店（以下「Ｂ

支店」という）において事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、Ｂ支店における厚生年金保険被保険者資格取得日については、事業所

が保管する社会保険被保険者台帳に、昭和49年３月１日にＢ異動と記載され

ていることから、同年３月１日とすることが妥当である。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ支店に係る昭和49

年４月の標準報酬月額から６万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社は「本社保管の社会保険台帳で昭和49年３月１日にＢ支店に異動と

記載があるが、Ｂ支店保管の厚生年金台帳では同年４月１日と記載されてい



るところから、１か月の届出漏れが発生した。」と事務処理の誤りを認めて

いることから、事業主が同年４月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月分の厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

広島国民年金 事案 1257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年５月から 48 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

    住    所 ：    

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 45年５月から 48年 12 月まで 

私は、昭和 45年６月に結婚した後、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を 

Ａ市の集金人に納付したにもかかわらず、申立期間において妻は納付済み

で、自分だけが納付済みとされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日から、

昭和 48 年９月から 49 年１月頃までに払い出されたものと推認され、国民年

金手帳に記載されているように 49 年１月４日に被保険者資格を取得したこと

から、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはでき

ない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によれば、申立期間は未加入とされて

おり、オンライン記録と一致している。 

さらに、戸籍の附票によれば、申立人は昭和 47 年６月からＡ市Ｂ町に居住

したことが確認できるが、それ以前はＡ市Ｃ町に居住していたと供述してい

るところ、申立人の妻の昭和 47 年度国民年金保険料領収書に「扱者」として

名前のある集金人は、「当時の資料は保存していない。当時、保険料を納付

していた人の名前はよく覚えていない。自分は、Ａ市でＢ町等の地域を担当

し、申立人が居住していたとするＣ町は別の集金人（既に他界）が担当して

いた。」としており、申立内容を裏付ける供述は得られなかった。 

加えて、申立人の保険料を納付したとする申立人の妻が申立人の申立期間

に係る保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

い上、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておら

ず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付していたとする申立人の

妻は既に他界していることから、申立期間に係る保険料の納付状況等は不明



                      

  

である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年４月から同年９月まで 

私の国民年金の加入手続を誰が行ったかは覚えていないが、父親か母親

のどちらかが、私が 20 歳に到達した昭和 46 年＊月頃に行ったのだと思う。 

保険料の納付については、数か月分をまとめて自分で納付していたと思

うが、ねんきん定期便では、申立期間が未納とされている。 

申立期間の前後は全て納付済みである上、昭和 48 年度について上半期

の保険料が未納のまま下半期の保険料を納付することは考えられないので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、父親か母親のどちらかが、申立人が 20 歳に到達した昭和 46 年

＊月頃に、国民年金の加入手続を行ってくれたのだと思うとしているが、Ａ

市の国民年金カードによると、申立人の国民年金の資格取得届が 50 年 12 月

８日に受け付けられ、申立人が 20 歳に到達した 46 年＊月＊日に遡って被保

険者資格を取得していることが確認でき、申立人の両親が 46 年＊月頃に申立

人の加入手続を行っていたことをうかがわせる記載は見当たらない。 

また、前述の国民年金カード及び国民年金被保険者台帳によれば、申立期

間直前の昭和 46 年９月から 48 年３月までの保険料が 50 年 12 月 12 日に特例

納付されるとともに、申立期間直後の 48 年 10 月から 50 年 12 月までの保険

料が同日に納付されたことが確認できることを踏まえると、申立期間は、第

２回特例納付の対象期間（昭和 36 年４月から 48 年３月まで）とはされてい

なかったことから、時効により納付できなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年２月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年２月から平成元年３月まで 

私は、昭和 62 年２月にＡ社に就職したが、事務員に、「当社は厚生年金

保険に加入していないので、国民年金に加入して保険料を納付しないとい

けない。」と言われた。国民年金の加入手続と保険料の納付は会社がして

くれた。 

その後、同社が厚生年金保険の適用事業所になり、私は国民年金から厚

生年金保険に切り替えたが、国民年金に加入していたはずの期間が未加入

期間となっていることが納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳には、初めて国民年金の被保険者となった日と

して「平成８年５月１日」と記載されている上、当該被保険者資格取得日は、

Ｂ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿の資格取得日と同一日であること

が確認でき、オンライン記録と一致している。 

また、申立人の申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の調査及びオ

ンライン記録による氏名検索によっても、申立期間に申立人に別の手帳記号

番号が払い出されていた記録は確認できず、申立期間は未加入期間であるこ

とから、保険料を納付することはできない。 

さらに、Ａ社に係る従業員の国民年金の納付状況を確認しても、当該事業

所が従業員の国民年金保険料をまとめて納付していた状況はうかがえない。 

加えて、申立人は、申立期間当時、国民年金の加入手続及び保険料納付に

直接関与しておらず、申立人の加入手続及び保険料納付を行ったとするＡ社

の経理担当者も、当時の具体的な状況を記憶していない。 

このほか、申立人が申立期間に係る保険料を納付したことを示す関連資料



                      

  

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年 12 月から 59 年３月までの期間及び同年５月 26 日から

同年５月 28 日までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 58年 12月から 59年３月まで 

         ② 昭和 59年５月 26日から同年５月 28日まで 

私は、会社を退職した後、昭和 58 年 12 月頃及び 59 年５月頃にＡ市役

所で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を同市役所に

納付したにもかかわらず、国民年金が未加入になっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年 12 月頃及び 59 年５月頃にＡ市役所で国民年金の加入

手続を行ったとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手

帳記号番号払出管理簿における申立人の前後の任意加入被保険者の資格取得

日から、60 年 11 月頃に払い出されたものと推認でき、申立人は申立期間当

時から継続してＡ市に居住していることから、同市で国民年金に加入して保

険料を納付していたのであれば、当該時点において改めて国民年金手帳記号

番号の払出しを受ける必要は無く、申立人の主張と相違する上、オンライン

記録によると、申立人の国民年金資格取得日は 60 年 11月 29 日となっている

ことから、申立期間は未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納付す

ることができない。 

なお、申立人が提出した年金手帳の国民年金に係る「初めて被保険者とな

った日」欄等２か所を見ると、加筆、修正された上で昭和 58 年 12 月 15 日と

読み取れる記載となっているが、当該加筆、修正は、60 年 11 月 29 日と記載

されていたものに対して同日以降に行われた形跡がうかがわれることから、

当該年金手帳の記載内容をもって、申立期間当時、申立人が国民年金に加入



                      

  

していたとすることはできない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿（ＣＳＶデータ）によると、申立期間

は未加入の記録となっており、これはオンライン記録と一致している上、申

立人が提出した年金手帳においても、申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる記載は見当たらず、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及

びオンライン記録により申立人の氏名検索を行っても、ほかに別の国民年金

手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ市役所で毎月納付し

たと主張するのみで、納付方法や保険料額についての記憶は無く、ほかに申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

広島国民年金 事案 1262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年５月から８年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成７年５月から８年３月まで 

私が短大生であった平成７年４月に、区役所から国民年金保険料の納付

書が届いたが、当時、収入の無かった私に代わり、母親がその納付書によ

り、申立期間に係る保険料をＡ銀行Ｂ支店で、毎月１万 1,700 円ずつ納付

してくれたはずであるにもかかわらず、当該期間が未加入となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成７年４月に、国民年金保険料の納付書が区役所から届き、

母親がその納付書により、申立期間に係る保険料を毎月納付してくれたはず

であると申し立てているところ、申立人の 20 歳の誕生日前に納付書が発行さ

れることは無い上、申立人の母親は、「申立人の国民年金加入手続を区役所

で行った記憶は無く、国民年金手帳が送付されてきたことも無い。」と供述

しているほか、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記

録による氏名検索を行っても、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらないことから、申立期間は未加入期間であり、制度上、保

険料を納付することはできない。 

   また、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の納付に関与しておらず、

申立期間に係る保険料を納付したとする申立人の母親は、申立人の姉の保険

料の納付について毎月納付していたと供述しているものの、オンライン記録

によると、申立人の姉の平成５年５月から同年 12 月までの国民年金保険料が

同年 12 月 22 日に、６年１月から同年３月までの保険料が同年４月４日に、

それぞれ納付されていることが確認でき、申立人の母親の供述と相違する上、

申立人の母親は前述のとおり国民年金手帳が送付されてきたことは無いとも



                      

  

供述しているが、国民年金の加入の前提となる国民年金手帳が送付されずに

申立期間に係る納付書のみが送付されてきたとする供述は不自然であり、申

立人の母親の記憶は曖昧である。 

   さらに、申立人は、現在、国民年金手帳を所持しておらず、申立人の母親

が申立期間に係る保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立人の母親が申立期間に係る保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

広島国民年金 事案 1263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年６月から７年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成６年６月から７年２月まで 

私は、平成６年６月に結婚し、夫が勤務していたＡへ行くこととなり、

本来であれば夫の共済年金の被扶養者になるところであるが、失業保険を

受給していたため被扶養者として認定されないことが、同年８月末に判明

した。このため、同年９月に、国民年金及び国民健康保険の加入手続をＢ

区役所で行い、すぐに夫の貯金から４万円引き下ろし、同年６月から同年

９月までの国民年金保険料を近くの金融機関で納付した。また、平成６年

10 月から７年２月までの国民年金保険料は、毎月、近くの郵便局で国民健

康保険料と一緒に納付していたにもかかわらず、申立期間が未加入となっ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年５月に国民年金に加入し、国民年金手帳記号番号が払

い出されているが、申立期間直前の６年６月１日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した後は、申立期間について国民年金への再加入手続を行った記録

は無い上、申立人が所持する年金手帳の国民年金記録欄を見ても、申立期間

に係る加入記録は記載されていないことから、申立期間は未加入期間であり、

制度上、国民年金保険料を納付することはできず、ほかに申立人に対し別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

また、申立人が提出した家計簿を見ると、申立期間中の平成６年 10 月 27

日、同年 11 月 30 日、７年１月 10 日及び同年２月１日に、「税金」として支

出した旨の記載があるが、その金額は、申立期間当時に納付された国民健康

保険料額と一致している一方で、当該家計簿には、国民年金保険料納付額に

ついての記載は無い。 



                      

  

さらに、申立人が提出した年金手帳では、平成６年６月 23 日に氏名及び住

所変更を行った記録となっているが、申立人は、当該氏名及び住所変更を行

った事実を認めた上で、これをもって国民年金に加入したものと勘違いした

のかもしれないと供述している。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



広島厚生年金 事案 2240 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 41年５月 15日から同年 10月１日まで 

         ② 昭和 43年６月 26日から同年９月１日まで 

私は、Ａ社に勤務していたが、子会社としてＢ社が設立され、昭和 41 年

５月から同社でＣ職として勤務していた。 

その後、Ｂ社が閉鎖されることになり、昭和 43 年６月から再びＡ社（後

のＤ社）に戻り勤務していた。 

申立期間①及び②の期間については、給与の支給が途切れたことは無く、

給与から厚生年金保険料も控除されていたので、空白となっていることに納

得できない。 

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、元同僚の証言から、申立人は、Ｂ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社が、新規に厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和41年10月１日であることが事業所索引簿及びオンライン記録により確

認できるところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票にお

いて、同日付で健康保険厚生年金保険の被保険者資格を取得している者が申

立人を含め 11 人確認でき、同社の事業主はこの 11 人について同年 10 月１

日を取得日として、厚生年金保険被保険者資格を取得させていたことがうか

がえる。 

また、申立人の雇用保険の加入記録では、転勤前のＡ社の離職日は昭和

41 年５月 15 日、転勤後のＢ社における資格取得日は、同年９月 26 日とな

っているが、Ｂ社において当時事務員をしていた元同僚は、「厚生年金保険

適用事業所でない期間は、給与から厚生年金保険の保険料は控除されておら

ず、この期間は国民年金に加入していた。」と述べており、当該期間におい



て国民年金の納付記録があることが確認できる。 

なお、Ｂ社に転勤となる前の、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票において、昭和 41年５月 15日の資格喪失日と、健康保険証が

返納された旨の記録が確認できる。 

２ 申立期間②について、元同僚の証言から、申立人は、Ａ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、申立人がＢ社から、Ａ社に再度転勤となった際の同社に係

る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人は健康保険

番号＊番で昭和 43 年９月１日に資格取得していることが確認できるところ、

申立人と同時に転勤した元同僚の健康保険番号は申立人の番号と連番であ

り、資格取得日も申立人と同一になっているとともに、同年６月 23 日から

同年９月 1日までの資格取得者の健康保険番号に欠番は無い。 

また、申立人の雇用保険の加入記録では、Ｂ社の離職日は昭和 43 年６月

25日で、転勤後のＡ社の被保険者資格取得日は、同年 10月１日となってい

るが、Ａ社において当時事務員をしていた元同僚は、「同社の保険料の控除

については分からない。」と証言しており、保険料控除に係る具体的な供述

は得られない。 

なお、Ａ社に再度転勤となる前の、Ｂ社が、厚生年金保険の適用事業所で

なくなったのは、昭和 43年６月 26日であることが事業所索引簿及びオンラ

イン記録で確認できるところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票おいて、同日付で資格喪失している被保険者は申立人を含め 22 人

おり、そのすべての被保険者原票には同年６月 26 日の資格喪失日と、健康

保険証が返納された旨の記録が確認できる。 

３ 申立事業所は既に厚生年金保険適用事業所でなくなっており、当時の人事

記録及び給与関係書類を確認できず、申立人も当時の給与明細書等の資料を

保持していないため、申立人の申立期間①及び②における給与からの厚生年

金保険料の控除は不明である。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②について厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

 

 

 



広島厚生年金 事案 2241  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年７月から平成 10年２月まで 

    私は、昭和63年７月から平成10年２月までＡ社で正社員として勤務した。 

当時、私は、月額給与を最低 20 万円から最高 80 万円まで、平均して 40

万円程度支給されていた記憶がある。しかし、ねんきん定期便記載の標準

報酬月額は、11万 8,000円から 34万円までと当時支給されていた給与額と

異なるので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が申立期間当時支給

されていた給与の額と異なっていると申し立てているが、申立事業所における

申立人の健康保険番号の前後の健康保険番号を持つ同じ時期に厚生年金保険

被保険者資格を取得した同僚 10人及び申立人が名前を挙げた同僚７人の計 17

人について年金事務所の記録により申立期間における標準報酬月額を確認し

たが、申立人の標準報酬月額と大きな差はみられない上、申立人を含めいずれ

も標準報酬月額の推移に特に不自然な点は見当たらない。 

また、年金事務所の記録において、申立期間について標準報酬月額の訂正処

理が行われるなどの不自然な形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は当時の給与額及び給与から控除された厚生年金保険料の額

を確認できる資料を所持しておらず、具体的な給与額についても記憶が無いと

している上、申立事業所の元取締役及び当時同事業所の厚生年金保険関係の事

務を受託していた税理士のいずれも申立期間に係る資料は保存していないと

していることから、申立期間について申立人の主張する厚生年金保険料控除に

ついて確認することができない。 

このほか、申立期間に係る申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情



は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 54年３月 12日から 55年３月頃まで 

私は、Ａ社にＢ職として昭和 52 年 10 月から 55 年３月頃まで勤務してい

たのに、年金事務所の記録では、54年３月 12日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失したこととされている。昭和 54 年 11月の婚姻後に、事業主から

退職を求められ退職したので、婚姻前に資格を喪失していることに納得がい

かないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社にＢ職として勤務していたが、結婚式や行事

のない時は、週１日程度しか出勤していなかったとしているところ、申立事業

所の事業主は、「Ｂ職は常勤ではなく、月に 10日程度の出勤だったので、社会

保険には加入させていなかった。」とし、同僚は、「事務職の女性は常勤だった

ので社会保険に加入していたが、Ｂ職は週２日程度の勤務だったので、正社員

ではなく、アルバイトの取扱いだった。自分も当時はＢ職だったが社会保険に

は加入していなかった。」と供述していることを踏まえると、申立人は、申立

期間当時、労働日数が通常の就労者より少ないため、厚生年金保険被保険者と

しての要件を満たしていなかったことがうかがわれる。 

また、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は確認できない上、同

僚は、雇用保険の加入記録が無い人はアルバイトだったと供述している。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人と同日の昭和 52年 10月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した女性が２人確認できるが、同僚の供述から

当該２人は事務職として勤務していたことが確認できる上、前述の申立人の勤

務実態等を踏まえると、誤って申立人の加入手続が行われた可能性がうかがわ

れる。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 29年５月１日から同年 11月 25日まで 

         ② 昭和 30年２月４日から同年５月 15日まで 

         ③ 昭和 30年７月１日から 32年１月 29日まで 

         ④ 昭和 32年３月 29日から同年６月７日まで 

         ⑤ 昭和 32年 10月８日から 33年６月 29日まで 

         ⑥ 昭和 33年 11月８日から 34年６月 22日まで 

         ⑦ 昭和 34年８月 18日から同年 11月 20日まで 

         ⑧ 昭和 35年３月１日から 37年７月１日まで 

         ⑨ 昭和 37年５月１日から 39年２月１日まで 

         ⑩ 昭和 62年４月１日から平成４年 10月１日まで 

私は、昭和 29 年５月１日から平成５年１月 31 日までの期間のうち、164

か月間、厚生年金保険に加入していた。 

年金事務所の記録を確認したところ、厚生年金保険に加入していた期間の

うち、申立期間に係る全ての標準報酬月額が、実際にもらっていた給与の額

より少ない記録になっており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務していた期間に係るオンライ

ン記録上の標準報酬月額が１万円となっているところ、当時の給与支給額は

２万円ぐらいであったと主張している。 

しかしながら、オンライン記録上の標準報酬月額の１万円は、昭和 44 年

法律第 78号附則第３条（以下「附則第３条」という。）により見直したもの

であり、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申



立人に係る標準報酬月額は、29 年５月から同年９月までは 5,000 円、同年

10 月は 7,000 円と記載されていることが確認できる上、申立人が、申立期

間に申立事業所に勤務していた事業主を除く厚生年金保険被保険者のうち、

自分より給与額が高かったと思う者として名前を挙げている者の標準報酬

月額の最高額は１万 8,000円であり、中学を卒業して申立事業所に入社した

申立人が２万円の給与を支給されていたとは考え難い。 

また、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主も

亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができな

い。 

さらに、申立人は申立期間の同僚を覚えておらず、所在が確認できる者も

いないことから、申立事業所における標準報酬月額の取扱い等について確認

することができない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｂ社に勤務していた期間に係るオンライ

ン記録上の標準報酬月額が１万円となっているところ、当時の給与支給額は

２万 5,000円ぐらいであったと主張している。 

しかしながら、オンライン記録上の標準報酬月額の１万円は、附則第３条

により見直したものであり、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、申立人に係る標準報酬月額は 6,000円と記載されているこ

とが確認できる上、申立人が、申立期間に申立事業所に勤務していた事業主

を除く厚生年金保険被保険者のうち、自分より給与額が高かったと思う者と

して名前を挙げている者の標準報酬月額の最高額は１万 8,000円であり、申

立人が２万 5,000円の給与を支給されていたとは考え難い。 

また、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主も

亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができな

い。 

さらに、申立期間当時の同僚に文書照会したが、回答を得ることができな

いため、申立事業所における標準報酬月額の取扱いについて確認することが

できない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｃ社（申立期間①のＡ社が、名称を変更）

に勤務していた期間に係るオンライン記録上の標準報酬月額が、昭和 30 年

７月から 31年９月までは１万円、同年 10月から同年 12月までは１万 2,000

円となっているところ、当時の給与支給額は２万 8,000円ぐらいであったと

主張している。 

しかしながら、オンライン記録上の昭和 30年７月から 31年９月までの標

準報酬月額の１万円は、附則第３条により見直したものであり、申立事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の当該期間に係

る標準報酬月額は 7,000円と記載されていることが確認できる上、申立人が、

申立期間に申立事業所に勤務していた事業主を除く厚生年金保険被保険者



のうち、自分より給与額が高かったと思う者として名前を挙げている者の標

準報酬月額の最高額は２万 6,000円であり、申立人が２万 8,000円の給与を

支給されていたとは考え難い。 

また、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主も

亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができな

い。 

さらに、申立期間当時の同僚に照会したところ、１人から回答があったが、

申立期間当時の標準報酬月額の取扱いについては不明としており、当時の状

況を確認することができない。 

４ 申立期間④について、申立人は、Ｄ社に勤務していた期間に係るオンライ

ン記録上の標準報酬月額が１万 6,000円となっているところ、当時の給与支

給額は３万円ぐらいであったと主張している。 

  しかしながら、当該事業所は、「当時の資料等は残っていないが、申立期

間当時の男性の給与は１万 2,500円から１万 7,500円程度であり、申立人の

主張している給与額の３万円は、役員クラスの給与であり、当時の従業員に

支給していたとは考えられない。」と回答している。 

また、申立人が、申立期間に申立事業所に勤務していた事業主を除く厚生

年金保険被保険者のうち、自分より給与額が高かったと思う者として名前を

挙げている者の標準報酬月額の最高額は２万 6,000円であり、申立人が３万

円の給与を支給されていたとは考え難い。 

さらに、申立人は申立期間の同僚を覚えておらず、所在が確認できる者も

いないことから、申立事業所における標準報酬月額の取扱い等について確認

することができない。 

５ 申立期間⑤について、申立人は、Ｃ社に勤務していた期間に係るオンライ

ン記録上の標準報酬月額が１万 2,000円となっているところ、当時の給与支

給額は３万 5,000円ぐらいであったと主張している。 

しかしながら、申立人が、申立期間に申立事業所に勤務していた厚生年金

保険被保険者のうち、自分より給与額が高かったと思う者として名前を挙げ

ている者の標準報酬月額の最高額は１万 8,000 円であり、申立人が３万

5,000円の給与を支給されていたとは考え難い。 

また、申立期間に申立事業所に勤務していた同僚８人に文書照会したとこ

ろ、４人から回答があり、そのうちの１人は、「オンライン記録の標準報酬

月額と当時の給与額は一致している。」としている。 

さらに、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主

も亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができ

ない。 

６ 申立期間⑥について、申立人は、Ｅ事業所に勤務していた期間に係るオン

ライン記録上の標準報酬月額が１万円となっているところ、当時の給与支給



額は４万円ぐらいであったと主張している。 

  しかしながら、オンライン記録上の標準報酬月額の１万円は、附則第３条

により見直したものであり、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は 9,000円と記載さ

れていることが確認できる上、申立期間に申立事業所に勤務していた厚生年

金保険被保険者の標準報酬月額の最高額は２万円であり、申立人が４万円の

給与を支給されていたとは考え難い。 

また、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主も

亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができず、

申立期間に申立事業所に勤務していた同僚３人に文書照会したところ、２人

から回答があったが、当該事業所に係る被保険者記録の標準報酬月額につい

て、「オンライン記録の標準報酬月額と当時の給与額が一致しているか不明

である。」と回答しているため、申立事業所における標準報酬月額の取扱い

について確認することができない。   

７ 申立期間⑦について、申立人は、Ｆ社（申立期間③及び⑤のＣ社が、名称

を変更）に勤務していた期間に係るオンライン記録上の標準報酬月額が１万

6,000円となっているところ、当時の給与支給額は５万円ぐらいであったと

主張している。 

しかしながら、申立人が、申立期間に申立事業所に勤務していた厚生年金

保険被保険者のうち、自分より給与額が高かったと思う者として名前を挙げ

ている者の標準報酬月額の最高額は３万 9,000円であり、申立人が５万円の

給与を支給されていたとは考え難い。 

また、申立期間に申立事業所に勤務していた同僚５人に文書照会したとこ

ろ、３人から回答があり、そのうち１人は、「オンライン記録の標準報酬月

額と当時の給与額は一致している。」、他の２人は、「一致しているか不明。」

とし、その他に１人が、「申立事業所は、経理関係を適正にしていた。」と回

答しており、同僚の１人が申立事業所において一番給与額が多かったと思う

者として名前を挙げた者の標準報酬月額は２万 6,000円である。 

さらに、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主

も亡くなっているため、申立ての給与支給額等について確認することができ

ない。 

８ 申立期間⑧について、申立人は、Ｇ事業所に勤務していた期間に係るオン

ライン記録上の標準報酬月額が、昭和35年３月から36年９月までは１万円、

同年 10月から 37年６月までは１万 2,000円となっているところ、当時の給

与支給額は６万円ぐらいであったと主張している。 

しかしながら、申立期間に申立事業所に勤務していた厚生年金保険被保険

者の標準報酬月額の最高額は２万円であることが確認できる。 

  また、申立期間に申立事業所に勤務していた同僚３人に文書照会したとこ



ろ、２人から回答があり、共に、「オンライン記録の標準報酬月額と当時の

給与額は一致している。」としており、「社長は、給与の届出を適正にしてい

たと思う。」、「申立人は、申立事業所の隣のＨ事業所に勤務していたと思う。」

と回答しているところ、申立人は、Ｈ事業所における勤務について、「申立

事業所とＨ事業所の両方の仕事をしていたかもしれないが、給与については、

Ｇ事業所からまとめてもらっていたような気がする。」としているが、申立

事業所の事業主が、他事業所における勤務に対する給与を支給し、併せて厚

生年金保険料を控除したとは考え難い。 

  さらに、申立事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、事業主

も亡くなっているため、当時の給与支給額等について確認することができな

い。 

９ 申立期間⑨について、申立人は、Ｈ事業所所に勤務していた期間に係るオ

ンライン記録上の標準報酬月額が、昭和 37年５月から 38年９月までは１万

4,000円、同年10月から39年１月までは１万6,000円となっているところ、

当時の給与支給額は７万円ぐらいであったと主張している。 

しかしながら、申立期間に申立事業所に勤務していた厚生年金保険被保険

者の標準報酬月額の最高額は２万円であり、申立期間に申立事業所に勤務し

ていた同僚８人に文書照会したところ、２人から回答があり、「申立人は、

個人で仕事を受注していた。」、「Ｈ事業所の事業主とＩ事業所を経営してい

た申立人とは、親戚であり、工場も隣同士で、自分は申立人の工場で働いて

いた。」としているところ、このことについて、申立人は、「よく覚えていな

い。」と回答しているものの、自身が経営していたＩ事業所の給与を含めた

給与支給額が７万円として申し立てているものと推認できる。 

また、申立事業所は、「申立期間当時の事業主は亡くなっており、当時の

給与簿等も処分しているため不明である。」と回答している。 

10 申立期間⑩について、申立人は、自身が代表取締役を務めているＪ社にお

いて厚生年金保険被保険者となっていた期間に係るオンライン記録上の標

準報酬月額が、昭和 62年４月から平成元年３月までは 20万円、同年４月か

ら４年９月までは 30万円となっているところ、当時の給与支給額は 50万円

ぐらいであったと主張している。 

  しかしながら、申立人は、当時の給与簿等は残っていないとしている上、

申立事業所が決算事務等を委託していた税理士に照会し、回答のあった申立

期間の役員報酬額は、オンライン記録の標準報酬月額と概ね一致している。 

  また、社会保険事務所（当時）への算定基礎届等の届出について、申立人

は、「税理士に依頼していた。」としているところ、当該税理士は、「当所で

は、社会保険関係の事務を行っておらず、申立人の妻がしていたと思う。」

と回答しており、申立事業所の申立期間に係る算定基礎届は期限内に提出さ

れ、平成元年４月１日改定の月額変更届も提出されており、オンライン記録



に不自然な点は見受けられず、届出義務者としての事業主である申立人によ

る届出が行われたものと推認できる。 

11 このほか、申立期間①から⑩までについて、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①から⑩までについて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



広島厚生年金 事案 2244 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 44年７月頃から 47年３月頃まで 

             ② 昭和 47年４月頃から 50年３月頃まで 

    私は、昭和44年７月頃から47年３月頃までＡ郡Ｂ町にあったＣ事業所で、

同年４月頃から 50年３月頃までＤ郡Ｅ町に本社のあったＦ事業所のＧ営業

所に勤務した。 

しかし、申立期間①及び②は厚生年金保険に未加入となっており、納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が勤務したとするＣ事業所は、オンライン記

録では、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無い。 

また、申立人の申立事業所に係る雇用保険の被保険者記録は無い上、申立

人は、同事業所の事業主及び同僚の名前を覚えていないため、申立人の申立

期間①における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認することがで

きない。 

２ 申立期間②について、申立人のＦ事業所に係る雇用保険の被保険者記録は

無いが、同事業所において厚生年金保険加入記録のある同僚の供述内容は、

申立人の同事業所における当時の記憶と符合することから、勤務期間は特定

できないものの、申立人は、同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録では、申立事業所は、昭和 47 年６月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②のうち同年４月頃か

ら同年５月 31日までは、被保険者となることはできない。 

また、申立事業所は既に適用事業所でなくなっており、同事業所の事業主

の連絡先も不明である上、同事業所において厚生年金保険加入記録のある同



僚で照会に回答のあった５人全員が申立人を知らないとしていることから、

申立人の申立期間②における勤務実態を確認することができない。 

さらに、申立事業所における厚生年金保険の加入状況について、前述の同

僚のうち１人は、「覚えていない。」、１人は、「入社してすぐ加入した。」、１

人は、「入社して６年６か月後に加入した。」、２人は「入社して約１年後に

加入した。」としていることから、同事業所では、従業員を雇用後、すぐに

厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立事業所において厚生年金保険の加入記録のある同僚のうち男

性７人の雇用保険の被保険者記録を見ると、全員が、厚生年金保険被保険者

期間とおおむね一致しているところ、雇用保険の被保険者記録が確認できな

い申立人に厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことに不自然さは

うかがえない。 

このほか、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ても

申立人の原票は無く、申立期間②において健康保険番号に欠番も無い。 

３ そのほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 54年１月から同年 12月まで 

私は、昭和 51年頃から 55年２月までＡ社に勤務しており、その間の源泉

徴収票を全て保管している。 

当該期間は、国民年金に加入し、保険料を納付していたが、そのうち、昭

和 54 年分の源泉徴収票のみに社会保険料の金額が記載されている。当該保

険料額が厚生年金保険料かもしれないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において申立事業所に勤務していたと申し立てていると

ころ、申立人提出の昭和 54年分の源泉徴収票における、「中途就・退職」欄は

空欄となっていることから、申立期間において、申立事業所に勤務していたと

認められる。 

しかしながら、前述の昭和 54 年分の源泉徴収票に記載の社会保険料の金額

（３万 7,890 円）は 54 年分の国民年金保険料額と一致しており、オンライン

記録では、申立人は、申立期間において国民年金に加入し、強制加入被保険者

として保険料を納付していることが確認できることから、当該源泉徴収票に記

載された社会保険料の金額は、申立人が申立期間において納付した国民年金保

険料であり、厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、申立事業所は、「資料は残っていないが、申立人に支給した給与から、

厚生年金保険料は控除していなかったはずである。」と回答している。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ても、申

立期間において申立人の原票は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年９月頃から平成元年４月頃まで 

    私は、昭和 63年９月頃から平成元年４月頃まで、Ａ社でパートタイマー

として販売の業務に従事した。当時は、夫の扶養には入らず、厚生年金保険

料も払っていたと思うので厚生年金保険の記録が無いことに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚の申立事業所における厚生年金保険の加入記録

及び当該同僚の証言から、入社時期は特定できないものの、申立人が、申立期

間当時、Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人の申立期間における記録は、国民年金の第３号被保険

者となっている上、申立人の申立事業所における雇用保険の加入記録は無く、

申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者記録の申立期間における整

理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、昭和 62年３月 11日から平成元

年８月 28 日までの期間について、申立人の夫に係る政府管掌健康保険の被扶

養者であったことが確認できるところ、国民年金の被保険者資格喪失日は、申

立期間直後に就職した事業所における厚生年金保険の被保険者資格取得日と

同日の元年４月 16 日であることを踏まえると、国民年金の資格喪失手続は、

申立人の夫の勤務先事業所を経由せず、申立人が行ったと考えられることから、

申立人は、申立期間当時、申立事業所において厚生年金保険に加入していない

ことを認識していた可能性がうかがわれる。 

さらに、申立期間当時、申立事業所に勤務していた複数の同僚は、「パート

の厚生年金保険への加入は自己申告だった。」、「社員は全員厚生年金保険に加

入していたが、パートやアルバイトで加入していない者もいた。」と供述して



いる上、申立期間当時、申立事業所で社会保険関係の事務を担当していた同僚

は、「当時は、一部の例外を除き、パートは厚生年金保険には加入させていな

かったと思う。」と供述していることなどから、申立期間当時、申立事業所は、

入社と同時に全ての従業員を厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていな

かった可能性がうかがわれる。 

加えて、申立事業所は、「申立期間当時の資料が残っておらず、申立人の勤

務実態等については不明である。」と回答していることから、申立人の申立期

間における雇用形態及び厚生年金保険の適用状況等を確認することができな

い。 

このほか、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたとする事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 21年３月１日から 26年５月１日まで 

私は、昭和 21 年３月１日に、Ａ社Ｂ支店に入社し、その後転勤を繰り返

し 61年７月まで勤務した。 

しかし、昭和 26 年５月１日からの厚生年金保険の加入記録しかなく、21

年３月１日から 26 年５月１日までの同社Ｂ支店管轄内で勤務した期間が厚

生年金保険の加入記録から漏れており納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ社が発行する俸金支給通知書（昭和 21年３月１日付け、

同年 10 月１日付け及び 22 年１月１日付け）、申立人に係るＣ健康保険組合の

組合員記録、雇用保険の被保険者記録、及び同僚からの回答により、申立人は、

申立期間において申立事業所に継続して勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人が提出した厚生年金保険被保険者証及び年金手帳の厚

生年金保険の記録欄をみると、厚生年金保険被保険者資格取得日はいずれも昭

和 26 年５月１日と記載されているほか、申立事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳に記載された申立人の被保

険者資格取得日も同様であり、これはオンライン記録と一致していることが確

認できる。 

また、申立事業所において、申立人と同じ資格取得日となっている者は 74

人いるが、照会に対して回答のあった７人のうち６人は、当該回答内容及びオ

ンライン記録により、同社に入社して約１年から５年後に被保険者資格を取得

したことがうかがえる。 

さらに、申立事業所は、申立期間に係る給与関係の資料を保管していないた

め、申立期間における保険料控除について不明としている上、申立人が申立期



間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成５年５月 25日から同年 10月１日まで 

         ② 平成７年１月 31日から同年９月１日まで 

私は、昭和 61 年にＡ社に入社し、平成７年８月末まで継続して勤務して

いた。途中、商号が変更したが、勤務形態等に変更は無かった。 

しかし、申立期間①及び②について厚生年金保険の加入記録が無く、納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の登記簿謄本により、申立人が平成５年５月 24日から７年２月 15日ま

で同社の取締役に就任していること及び申立人と同様に申立期間①及び②が

未加入期間となっている同僚９人に文書照会したところ、回答があった４人全

員が「申立人を知っている。」としていることから、期間の特定はできないも

のの、申立人は、申立事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社及びＢ社は、申立期間①及び

②において、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる上、申立人

及び前述の同僚照会で回答のあった複数の同僚について、申立期間当時の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる資料は無い。 

また、Ａ社が全喪した日と同日の平成５年５月 25 日に厚生年金保険被保険

者資格を喪失している 33 人（申立人を含む）の資格喪失届の処理年月日を確

認したところ、全員が同年 10月８日に処理がされていることが確認できるが、

同社の登記簿謄本により、同社は、同年５月 24 日に解散していることが確認

できることから、当該資格喪失及び全喪の処理は、事実に即した処理であった

ものと考えられる。 

さらに、申立人が提出した社内文書を見ると、当該社内文書の宛名が「元」



となっていることから、当該文書が発出された平成７年７月 20日より前には、

申立人は、Ｂ社に所属していなかった可能性もうかがえる上、申立人が提出し

た前述の社内文書及び新聞記事によると、Ｂ社は６年 11 月頃から従業員の賃

金が未払いになっていたことが確認できることから、申立期間②において申立

人の給与から厚生年金保険料が控除されていなかった可能性もうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


